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西名古屋火力発電所リフレッシュ計画に係る環境影響評価方法書に対する知事意見 

 

事業者は、以下の事項について十分に検討した上で、適切に環境影響評価を実施し、

その結果を環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）に記載する必要がある。 

 

１ 全般的事項  

（１）事業計画、工事計画の検討に当たっては、環境保全措置に関する最新の知見を

考慮し、最善の利用可能技術を導入するなど、より一層の環境影響の低減につい

て検討すること。特に、地球温暖化防止及び温排水による環境影響の低減の観点

から、できる限り発電効率の高いシステムの導入や関連施設の省エネルギー化に

努めること。 

（２）発電設備の一部については、軽油も使用できる計画としていることから、軽油

が使用できる発電設備の数及び規模並びに使用する軽油の性状及び使用量を明

らかにするとともに、漏油対策を示すこと。 

（３）調査地点及び予測地点については、その設定理由をわかりやすく示すこと。 

（４）環境影響評価の実施中に環境への影響に関し新たな事実が生じた場合等におい

ては、必要に応じて、選定された項目及び手法を見直し、調査、予測及び評価を

行うこと。 

 

２ 大気質、騒音、振動 

（１）供用時の施設の稼働（排ガス）の予測対象時期（長期的予測、短期的予測）に

ついては、発電所の運転が定常状態となり、大気汚染物質の排出量が最大となる

時期としているが、発電設備の一部については軽油が使用できる計画としている

ことを踏まえ、ＬＮＧ専焼時及び軽油使用時のそれぞれ最大となる時期を対象に

実施すること。 

（２）高層気象観測については、季節ごとに１週間の観測を行うとしているが、天気

図等の気象に関する情報を収集、整理及び解析し、各季節を代表する調査時期を

選定すること。 

（３）工事中の建設機械の稼働及び供用時の施設の稼働（機械等の稼動）に伴う騒音

及び振動については、規制基準への適合性を確認するため、調査、予測及び評価

を行うこと。 

（４）工事関係車両の運行計画の策定に当たっては、効率的な運行による車両台数の
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抑制や平準化、低公害型の車両の積極的な使用、伊勢湾岸自動車道の利用促進、

海上輸送への振り替えなどにより沿道の生活環境に最大限配慮すること。 

また、工事用資材等の搬出入に伴う大気質、騒音及び振動の予測及び評価に当

たっては、主要な交通ルートにおける車両台数を明らかにした上で、飛島村だけ

でなく知多市の対象事業実施区域についても適切な調査・予測地点を設定するこ

と。 

（５）微小粒子状物質については、環境調査を行うなど現状を把握するとともに、準

備書作成までに予測手法が確立された場合には、環境影響評価項目に追加して予

測及び評価を行うこと。 

 

３ 水質、底質等  

（１）排水処理計画の具体化に当たっては、伊勢湾水域は、ＣＯＤ、全窒素及び全燐

の水質汚濁に係る環境基準不適合地点が存在するため、できる限り負荷量の削減

に努めること。 

（２）新設の総合排水処理装置における処理方式を示し、含油排水も適切に処理がで

きることを明らかにすること。 

（３）浚渫工事に伴う汚濁拡散防止対策及び工事中の排水による海域の水質汚濁の防

止対策を明らかにし、予測及び評価を行うこと。 

（４）温排水の影響の範囲を予測するための調査地点の設定理由を明確にするととも

に、必要に応じて調査地点を見直すなど適切に予測及び評価を行うこと。 

 

４ 動物、植物、生態系 

（１）動物に係る調査、予測及び評価に当たっては、必要に応じて専門家の指導、助

言を得ながら、適切に実施すること。 

（２）鳥類の現地調査については、夏季において鳥類相を把握するための調査を追加

すること。 

（３）ラムサール条約登録湿地（藤前干潟）に飛来する鳥類、生息する水生生物等へ

の影響について、工事中及び供用時に影響が及ばないとする理由を明らかにする

こと。 

（４）冷却水には次亜塩素酸ソーダを注入することとされているが、放水口における

残留塩素濃度を適切に管理する計画とするとともに、必要に応じてその影響につ

いて予測及び評価を行うこと。 



 - 3 -

（５）緑地の整備計画は、地域の生態系に配慮した上で長期的な視点から策定するこ

と。 

（６）対象事業実施区域における予備調査及び現地調査の結果について、重要な種の

保護に配慮しつつ、その生息、生育情報をできるだけ詳細に示すこと。 

 

５ 景観 

飛島村の対象事業実施区域の周囲において新たな発電設備を視認できる範囲

を示した上で、視認できる眺望点から予測及び評価を行うこと。 

 

６ 廃棄物等 

工事により大量の残土及び汚泥が排出されると考えられるため、その排出抑制

に努めるとともに、再使用方法、処理方法等を明らかにすること。 

また、浚渫工事に伴い発生する浚渫土砂についても、予測及び評価の対象とし、

発生量、処理方法等について明らかにすること。 

 

７ 温室効果ガス等 

温室効果ガス等については、供用時における施設の稼働（排ガス）に伴う排出

量及び排出量原単位のみを予測及び評価するとしているが、工事の実施における

工事用資材等の搬出入及び建設機械の稼働に係る排出量についても予測及び評

価を行うこと。 

 

８ その他 

（１）準備書の作成に当たっては、方法書に対する住民等の意見を十分に検討するこ

と。 

（２）準備書は専門的な内容が多く、かつ、膨大な図書となる可能性があることから、

その作成に当たっては、わかりやすい簡潔なものとなるよう配慮するとともに、

使用する用紙等についても環境に十分配慮したものとすること。 

（３）環境影響評価法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 27 号）の施行状況等

を注視し、準備書の電子縦覧等について適切に対応すること。 


